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 首都圏の港湾物流を支える京浜港において，逼迫する首都直下型地震への対応として，緊急

物資対応の耐震強化岸壁の整備が進められている．しかしながら，既存岸壁を耐震強化する場

合，岸壁の供用が止まると，物流に大きな影響を及ぼす可能性があるため、供用しながら施工

できる比較的高価な耐震強化工法を用いられることが多い．本稿では、既存の大水深岸壁をモ

デルケースとし，岸壁を供用しながら，より効率的かつ経済的に耐震強化する方法を検討した．

桟橋直背後の護岸を掘り下げ，桟橋と護岸法線に離隔を与え，護岸からの土圧を軽減させるこ

とで，耐震性能を大幅に向上する新しい耐震強化方法を提案した．  
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1.  はじめに 

 
首都圏の港湾物流を支える京浜港において，逼迫する

首都直下型地震への対応として，緊急物資対応の耐震強

化岸壁の整備が進められている．また，社会資本ストッ

クの有効活用の観点から既存岸壁を活かした耐震強化が

望まれている．しかしながら，既存岸壁を耐震強化する

場合，岸壁の供用が止まると，物流に大きな影響を及ぼ

す可能性があるため、供用しながら施工できる比較的高

価な耐震強化工法を用いられることが多い．さらに、大

型コンテナ船が接岸可能な水深 15 メートルを超える大

型の岸壁が，我が国の主要な国際港湾物流港湾である京

浜港，名古屋港，阪神港などに計画・整備されているが，

その数は多くないことから、供用しながらの施工要請が

特に高い。このため，液状化する地盤領域が広い場合な

ど，耐震強化に要する工費は多大となる．そこで，既存

の岸壁をモデルケースとし，岸壁を供用しながら，より

効率的かつ経済的に耐震強化する方法を検討した． 
  
 

2.  調査の概要 

 
 既存のジャケット式桟橋構造の岸壁（図-1参照）を動

的数値解析によって経済的に耐震強化する方法を検討し

た．耐震強化を施した数種の断面に対して，有限要素法

による動的数値解析を実施し，地盤の動的挙動を比較・

検討した．また，それぞれの概算工費についても比較し

た． 
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矢板式護岸桟橋



表-1 対象地区におけるレベル 2地震動諸元 

図-4 L2地震動による液状化層（縦断図：A-A断面） 

図-5 残留水平変位量 

図-6 既設桟橋変形量 
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(gal)
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EW 511.99 234.23 501.89 207.36 500.83 194.11

NS 862.41 256.18 457.39 207.36 394.00 194.11
L2地震動

地震 成分

当該ゾーン 隣接ゾーンA 標準（隣接ゾーンB）

図-2 地震基盤・工学的基盤を伝播する地震動の模式図1)

図-3 L2地震動による液状化層（縦断図） 

3.  検討対象地区におけるシナリオ地震波の特徴 

 
対象地区のレベル2地震動（シナリオ波（対象地区で

起こり得る最大級の地震動））（表-1参照）は，岸壁構

造物の被害に大きな影響を与える0.5～1.0Hz付近の強度

が大きい．また，隣接する他地区に比べて地震基盤～工

学的基盤（図-2参照）の増幅率が大きいため，最大加速

度は1.8～2.2倍，速度PSI値は1.24～1.32倍であり，大きな

地震動となっている． 
 
 

4.  既存施設の安定性の照査  

 
耐震強化を行っていない現断面に対してレベル2地震

動の来襲時での液状化判定を行ったところ，図-3，図-4

に示すように広い範囲で地盤が液状化する結果となった． 
構造物の主要箇所の残留水平変位量を求めたところ，

組杭式桟橋の杭本体では杭先端部で変位量が小さく，基

礎マウンド・置換砂部で大変形（最大で900㎝以上）が

生じていた（図-5，図-6参照）．これは，流動して変位

量が大きい矢板式護岸が海側のジャケット桟橋に多大な

外力を作用させたためと考えられる． 
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図-7 変形メカニズム模式図 図-8 変形イメージ 

図-9 レベル 2地震発生から変形収束までの過程 

図-10 デタッチドピアの例
2)
 

地震発生

液状化発生

地盤の側方流動

矢板式護岸の大変形

桟橋の大変形

変形収束

A,B,C,D層　海側へ側方移動

B,C,D層の液状化

A,B層の海側への変状に伴い、控
え杭も変位。同様に前面鋼管矢板
も変状（約14m）。

・D層が横抵抗喪失。
・B,C,D層の側方流動圧が外力と
して鋼管に作用。
・桟橋杭塑性（杭頭・土中）。
・上部工残留変形量0.9m。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
既存施設におけるレベル2地震発生から変形収束まで

の過程は図-7～図-9の通りであった．背後地盤で液状化

が発生し，地盤が側方流動した．この流動圧によって矢

板式護岸は大きく変形し，海側のジャケット式桟橋にも

大変形を生じさせた． 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

5.  耐震強化方法の検討 

 

(1)  解析での検討ケース 

耐震強化方法として，液状化やせん断ひずみが大き

い領域に対して供用を妨げない地盤改良を施したケース

1，供用を一時中断して重力式構造物に構造を変更する

ケース2，桟橋直背後の護岸を掘り下げて桟橋と護岸法

線に離隔を与えたケース3について検討を行った．ケー

ス2は，耐震性の高い桟橋構造を再構築するよりも，重

力式に構造を変更する方が経済的であるため検討対象と

した．ケース3は，図-10に示すようなデタッチドピアを

参考にしたもので，桟橋直背後の護岸を掘り下げ，桟橋

と護岸法線に離隔を与え，護岸からの土圧を軽減させて

耐震性を高める方法である．耐震強化を目的として，こ

の方法が現場で採用された事例はなく，新たな経済的な

耐震強化方法として有用と考えられる． 

 
 
 

既設桟橋杭大変形

液状化

側方流動



表-2 比較構造断面および概算工費（ケース 1およびケース 2） 

概算工費
（諸経費50％込み）

１m
当たり 362,000 千円

１m
当たり 75,000 千円

動的
解析結果

最大過剰
間隙

水圧比
分布

最大せん
断ひずみ
分布

構造形式 地盤改良案（既設桟橋利用） ケーソン新設＋地盤改良

断面図

ケース ケース１ ケース２

 

(2)  ケース1：供用を妨げない耐震強化 

岸壁の供用を妨げないためには，荷役作業が無い夜

間に耐震強化の施工作業を行う必要があり，作業時間が

短く，施工設備も最小限に留める必要がある．これらを

可能とする代表的な地盤改良方法としては，薬液注入工

法や高圧噴射攪拌工法等が挙げられるが，これらの工法

は比較的コストが高い．液状化やせん断ひずみが大きい

領域に対して上記の地盤改良工法を適用したものがケー

ス1であり，表-2に示すようにレベル2地震動に対して耐

力を有することが確認された．ただし，経済性・施工性

が劣る結果となった． 

 

(3)  ケース2：供用を妨げる耐震強化 

(2)で述べたように，供用を妨げない耐震強化を行う

ためには，広範囲で高コストの地盤改良を行う必要があ

り，多大な工費を要することが分かった．そのため，供

用を一時中断して構造物自体の強化と地盤改良を併用す

るケースについても検討を行った．具体的には，桟橋構

造を補強あるいは再構築し地盤改良を併用させるケース，

重量式構造（ケーソン式あるいはセル式）に変更し，地

盤改良を併用させるケースを比較した．その結果，地震

力に対する耐力を有し，最も経済的な断面はケース2と
した重力式構造（ケーソン式）であった．なお，表-2に

示すように，地震力に対する耐力を確保するため，ケー

ソン幅を34mとし，地盤材料による中詰めをせずに水を

張りケーソンを軽量化し，改良地盤に5mの根入れを行

った．供用を一時中断できるという制約条件下では，ケ

ース2の耐震強化は最も経済的となった． 

 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

対策工１

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

対策工１

対策工3

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

対策工3



表-3 比較構造断面および概算工費（ケース 3） 

187,000 千円
１m

当たり

デタッチトピア（水中ストラッド（既設）＋ジャケット＋地盤改良）

ケース３ケース

構造形式

断面図

動的
解析結果

最大過剰
間隙
水圧比
分布

最大せん
断ひずみ
分布

概算工費
（諸経費50％込み）

 

(4)  ケース3：提案する耐震強化 

(3) でケース2が最も経済的な耐震強化方法であること

を示したが，実際には供用を一時中断するのは困難な場

合が多い．そこで，供用を妨げない経済的な耐震強化方

法が望まれる．本業務では，図-10に示すようなデタッ

チドピアを参考に，桟橋と護岸法線に離隔を与えて耐震

性を高める方法をケース3として提案した．表-3に示す

ように，既存ジャケット式桟橋の水中ストラットによる

補強，桟橋直下の基礎マウンドの撤去，桟橋背後地盤の

掘り下げ，桟橋前面から背後にかけての地盤改良を組み

合わせることで，地震力に対する耐力を有することが確

認された．ケース3の工費は，ケース1と同様に昼間の荷

役作業に支障が出ないように夜間作業を前提に算定して

おり，ケース2の工費よりは高いものの，ケース1よりも

大幅に低い結果となった．なお，表-3に示した工費には

桟橋と護岸の離隔を補うための新設ジャケットの設置費

を含んでいるが，この離隔を許容できる岸壁では，より

経済的に耐震補強を行うことができる． 

 
 

6.  おわりに 

 

既存岸壁の耐震強化方法として最もよく採用される

方法は，液状化する地盤領域やせん断ひずみが大きな領

域を全て地盤改良し，さらに構造自体を補強するもので

ある．この方法による工費は非常に大きくなった．そこ

で，桟橋直背後の護岸を掘り下げ，桟橋と護岸法線に離

隔を与えることで，耐震性能を大幅に向上する新しい耐

震強化方法を提案した．この工費は，供用を一時中断し

て耐震強化する方法よりも不経済ではあるが，前者の耐

震強化方法よりも大幅に工費を縮減できた． 

課題としては，提案した構造形式を既存岸壁に適用

する場合，施設背後のコンテナヤード部を70m程度の範

囲で掘り下げるため，岸壁の供用を妨げないが利用を部

分的に制限しなければならない．このため，占有面積

A=70m×300m＝21,000m2の施工中の代替地を同コンテナ

ヤード付近に確保する必要があり，コンテナヤードの管

理者，利用者と十分に調整する必要がある．また，桟橋

部の応答加速度が大きくなる傾向があり，コンテナクレ

ーンの設計においては，桟橋とクレーンの動的相互作用

を十分に検討する必要がある． 
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